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地球温暖化への関心
地球温暖化防止

の要請

地球温暖化への

具体的な取組

（社会面・政策面）
•2015年に採択されたパリ協定以来、国際海運(IMO) 
においても、GHG削減に向けた取り組みが加速。国際社
会からも、早期ゼロエミ化を要求され、GHG排出の削減
目標を国際合意。
•我が国でも、2050年カーボンニュートラル宣⾔。⾄近の
目標として、2030年のGHG排出量を2013年⽐46%
と設定。

（経済面）
•炭素税の導⼊や⾦融業界が海運業界における気候変
動対応に対する貢献を目的に、ポセイドン原則を設⽴。
（技術面）
•デンマークのMAN社が、難燃性のアンモニア燃料エンジン
の開発

カーボンニュートラル社会における船舶脱炭素化のアーキテクチャカーボンニュートラルを踏まえたマクロトレンド認識

 市場機会︓
環境規制が⼀段と厳しくなり、⽼齢船は市場から淘汰されるた
め、リプレース需要取り込みによる新造船の受注機会は増大
する。
 社会・顧客・国⺠等に与えるインパクト︓
次世代船舶の社会実装により、地球温暖化防止に貢献。

 当該変化に対する経営ビジョン︓
世界に遅れをとることなく、グリーンイノベーション技術を獲得し、国際競争
に打ち勝てる次世代船舶を開発し、海事クラスターのゼロエミ化に積極的
に取り組んでいく。

機器メーカー

船社

造船所

船主

製鉄会社

電⼒会社

製紙会社

建築業界

⾃動⾞メーカー

⼀般消費者

石油業界

1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識
温室効果ガス(GHG)削減対策として、アンモニアを始めとした脱炭素燃料船が急拡⼤すると予想
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以下背景によりまずは⼤型撒積船から着手する
 日本海事産業の差別化のためには日本の造船・海運市場における

Volume Zoneたる船型を選択することが望ましい。
 燃料供給拠点整備も同時に⾏うため、想定される運航航路が限定的

である船型が好ましい。

市場概要と目標とするシェア・時期
• 当社の大型撒積船の建造シェアは、国内77%・国外22%のシェア
• 邦船社と当社の国際海運に大型撒積船の占める割合は大きく、

コンソーシアムメンバーと、大型撒積船分野でアンモニア燃料船を
取組む事で、中国・韓国の造船所との競争を優位に進める事が
可能となる。

• 2030年以降は、大型撒積船の建造の3割以上を目標に、
国内船社のみではなく、海外船社にも事業を広げ、
国内外での造船所競争を優位に進めるべく、本事業を進める。

ターゲットの概要

需要家・主なプレーヤー 消費量・課題 想定ニーズ

船社

川崎汽船
NSユナイテッド海運

日本郵船
商船三井

船社の環境対応へ
の関心が高い中、ア
ンモニア燃料船が要
求されるであろう必
要隻数への対応。

大型撒積船にて
GHG削減効果が

確認されたら、多
種多様な船型への
転換を求められる
可能性大。

その他船型

大型油槽船

中型コンテナ船小型コンテナ船

中小型油槽船

運航航路（燃料供給拠点カバー範囲）

市場規模
（隻数）

広範 限定的

中小型撒積船

国際海運セグメント分析

⼤型撒積船

1. 事業戦略・事業計画／（2）市場のセグメント・ターゲット

多種多様な船種を保有する本邦船社でも、GHG削減効果の高い、⼤型撒積船をターゲット
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社会・顧客に対する提供価値 ビジネスモデルの概要（製品、サービス、価値提供・収益化の方法)と研究開発計画の関係性
• 資源に乏しい我が国は、殆どの

原材料を海外から輸⼊。
• 輸出⼊の約99.6%が海上輸

送であり、その内、約63%は日
本の船隊で輸送している。

• 世界の海上輸送量は毎年右
肩上がりであり、2000年と2019
年の⽐較で、約45%増加して
いる。

• 2008年のCO2の排出量は約
9.4億トン、2018年には、
10.56億トン。

• IMOは温室効果ガスの削減目
標として、2030年にマイナス
40%(2008年⽐)、2050年には、
マイナス70%を設定。(右図参
照)

• 船の設計における船型改良・
推進効率向上だけでは、上記
目標を達成する事は難しく、代
替燃料への転換が急務であり、
アンモニア燃料船を提供する事
で、目標の達成が現実化する。

Data: 三菱重⼯業

GHG削減の為、⾃社研究にて、船型改良・推進効率向上などの
研究は実施。⾃社努⼒にアンモニア燃料の使⽤を加える事で、GHG削
減を達成し、持続可能な社会への貢献を⾏う。

造船所

船社
荷主

一般消費者

舶用メーカー

GHG削減に対する船社のニーズが高まっている中、
GHGの大幅削減に繋がるアンモニア燃料を取組み、
市場投⼊する事で、環境配慮型社会・サステナブルな社会
貢献を目指す事を提供価値とし、
従来培ってきた、LNG燃料・LPG船の技術、並びに、高効率
船型開発ノウハウを駆使し、就航後の実海域性能と運航監
視・最適化技術を船社と取組ことで、低燃費で環境に優しく、
安全な船舶の提供を⾏う、新たなビジネスモデルを確⽴する。

燃料供給装置・燃料タンク

環境に配慮した運航サービス

1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル

LNG燃料・LPG船の技術を⽤いて安全で高品質なアンモニア燃料船を提供する事業を拡⼤
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他社に対する⽐較優位性⾃社の強み、弱み（経営資源）

自社の強み
• 国内最大級の建造能⼒を⽀える設計・技術⼒
• 隻数のみならず多岐にわたる船種をラインアップ
• 多数の建造⼯場を保有し、タイムリーなポジションが

提供可能

ターゲットに対する提供価値
 安全かつ高品質な船舶の提供
 サプライチェーンにおけるGHG排出削減に資

する船舶ソリューションの提供

自社

国内
競合

海外
競合

• 省エネ船型、
省エネデバイス
に関する開発
知⾒及び実績

• 液化ガス運搬船
で培った技術

• 多数の建造実
績が証する友
好船社との関
係

• 事業規模、多
様性を活かした
購買⼒と機器
メーカー・サプラ
イヤーとの友好
関係

• 国内最大級の事業
規模（設備）、建
造技術ノウハウの蓄
積

技術 顧客基盤 サプライチェーン その他経営資源

• グループ関係会
社の技術、ノウ
ハウ

• 建造設備縮小
に より エンジ
ニアリング業へ
転換中

• 多数の隻数/
多様な船種の
建造実績によ
る価格競争⼒

• 圧倒的建造能⼒
により短納期を達成
し、顧客を獲得

• 政府⽀援に基
づく⾃国内メー
カーの育成環
境

自社の弱み及び対応
 足元唯⼀の低炭素ソリューションであるLNG焚

船舶の建造を進めているものの、殆どの建造
船舶は重油焚き船舶であり、アンモニア焚船
舶はじめゼロエミ船建造隻数の増加を率先し
て進めて⾏く

• 次世代燃料船
の積極的開発、
建造による国際
競争⼒の獲得

• 脱炭素を求める
国内外需要を
取込み

• 先進的な技術
を持った国内外
パートナーとの
互恵的協業関
係

• 建造技術・ノウ
ハウの継続蓄
積による国内建
造基盤の堅持、
発展

• 大型建造設備
による建造知⾒

• 液化ガス運搬船
で培った技術

現在

将来

• 他造船所への
機器システム
供給を志向し、
サブサプライ
ヤーと協業

1. 事業戦略・事業計画／（4）経営資源・ポジショニング

国内最多の建造実績で培われたエンジニアリング能⼒を活かして、社会・顧客に対して
環境負荷低減船を先⾏して実現する
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2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2030
年代

売上高

研究開発費

CO2削減
効果

- - - - - -

研究開発 商業運航

1. 事業戦略・事業計画／（5）事業計画の全体像

6年間の研究開発の後、2027年頃の社会実装、2030年代の投資回収を想定

2026年からアンモニア燃料船の
実船実証運航を開始

2028年までに商業運航を実現

約30億円(*)

従来の油焚きからアンモニア焚きとすることで、
使⽤燃料によるCO2削減効果を実現

取組段階 投資回収

・・・

(*) コンソーシアム合計の⾦額
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研究開発・実証

• 商品改良
顧客の安定、安全運航に向けた製品
ニーズへのフィードバックを⾏う。

• 商品ラインナップの拡充
アンモニア燃料船のラインナップを拡充して
いくことで、顧客のニーズに応じた船を提
供する。

取組
方針

国際
競争上

の
優位性

設備投資 マーケティング

• 部材調達
安定した品質、量の材料調達

• アンモニア燃料システム調整、試験体制
導入
アンモニア燃料システムの調整コミショニン
グ実施体制の導⼊構築により、アンモニア
燃料船の効率的建造体制とする。

• 標準化戦略
日本海事協会とのガイドライン検討、AIP
取得/HAZIDによる安全性の確認等を
通じて、国内技術開発を踏まえた標準化
に寄与する。

• Market-in型の船舶開発
顧客ニーズ(運航プロファイル)にマッチした
船体開発(タンク配置等検討)さらには実
証運航に向けた各種機能検証に取り組
む。

 顧客ニーズを先取りし、多様な船型を提
案することで事業拡大を図り、加えてコス
ト低減の追求を通じて、収益⼒の強化を
実現。

 将来の需要拡大への柔軟性の確保(資
材調達、生産＆品質保証体制、等)。

 顧客ニーズ(安全性・経済性・環境)に
マッチした船舶の設計・建造を可能にする
技術⼒の習得。

 グローバルネットワークを通じた新燃料船
を早期開発、建造し、先⾏者メリットを
確保する。

1. 事業戦略・事業計画／（6）研究開発・設備投資・マーケティング計画

顧客ニーズに最適化された商品開発を⾏い、次世代燃料船に係るビジネスに早期参入。
先⾏者として市場でのポジションを確⽴する。また国産技術の国際標準化を推進する。
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1. 事業戦略・事業計画／（7）資⾦計画

資⾦計画 (コンソ全体)

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025度 2026年度

事業全体の資⾦需要

研究開発投資

国費負担

自己負担

約30億円

 アンモニア燃料船開発において、以下の研究開発に対してコンソーシアムにて資⾦計画を予定
 アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発
 船外への排出物抑制技術の開発
 アンモニア燃料船特有の安全性に関する開発
 アンモニア燃料タンクを搭載した船体開発
 船内アンモニア燃料ハンドリングシステム
 船内安全システム
 アンモニア燃料船の実船実証

上記研究開発費⽤の⼀部は⾃己負担を計画

約30億円

約20億円

約10億円
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2. 研究開発計画



11

2. 研究開発計画／（0）研究開発計画概要

各主体の研究開発内容詳細
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2028年までの出来るだけ早期にアンモニア燃料船の商業運航を実現

アウトプット目標

日本シップヤード

三井E&Sマシナリー

伊藤忠商事
川崎汽船
NSユナイテッド海運

実施主体

伊藤忠商事

2. アンモニア燃料船の開発

1. アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発
2. 船外への排出物抑制技術の開発
3. アンモニア燃料船特有の安全性に関する開発
4. アンモニア燃料船の実船実証(メーカーでの研究)

研究開発内容詳細
P13/14

P15
P16
P17

2. (1)

5. アンモニア燃料タンクを搭載した船体開発
6. 船内アンモニア燃料ハンドリングシステム
7. 船内安全システム
8. 実船実証による研究開発内容の検証

P18

9. アンモニア燃料船の実船実証(船主での研究)

P20
P21
P22

2. (2)

P23

2. (3) 2. (4)
P27

2. (5)

P30

10.アンモニア燃料供給実証

P25 P26

P31P24P19
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発(1)
研究開発項目

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

[2022年度末まで]
陸上試験にて燃料供給装置及びアンモニア焚主機関のカップリング運転実施に向けて、基本設計完了
[2023年度以降]
陸上試験及び海上試験にて燃料供給装置及びアンモニア焚主機関のカップリング運転を⾏い、装置の健全
性を確認し、実船実証が可能な状態にする。開発品に対する船主向けトレーニングを実施。

アウトプット目標

KPI評価時期︓2022年度末
・アンモニア燃料タンクおよびその周辺機器系統
図作成

・ 総容量4000m3以上を確保

開発船の主要目に従い、タンクの基本設計が完了したこ
とを確認する。

KPI評価時期︓2024年度末
・ 燃料タンクの船級承認⽤図面作成

上記Aで決定した主要目に従い、タンクの詳細設計を進
め、船級承認を取得する。

KPI評価時期︓2022年度末
・過渡特性シミュレーションにより、過大な圧⼒
変動が生じないことを確認

過渡特性シミュレーションを実施し、設計諸元が適切で
あることを確認する。

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システム
の開発

1. アンモニア燃料タンク・燃
料供給システムの開発

研究開発内容詳細 KPI設定の考え方KPI研究開発内容細目
A) アンモニアタンクの
詳細設計

B) アンモニア燃料供
給装置 (LFSS, 
FVT) の開発
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発(2)
研究開発項目

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

[2022年度末まで]
陸上試験にて燃料供給装置及びアンモニア焚主機関のカップリング運転実施に向けて、基本設計完了
[2023年度以降]
陸上試験及び海上試験にて燃料供給装置及びアンモニア焚主機関のカップリング運転を⾏い、装置の健全
性を確認し、実船実証が可能な状態にする。開発品に対する船主向けトレーニングを実施。

アウトプット目標

KPI評価時期︓2024年度末
・アンモニア焚機関、供給装置の船級承認取
得

・100%負荷試験時に過大な圧⼒脈動がない
ことを確認

陸上試運転にて、可能な限り実際のオペレーションを想
定した試験を⾏い、機関と供給装置の安全性が検証で
きたことを確認する。

KPI評価時期︓2025年度末
・船上で船級ルール・ガイドラインへの適合確認

海上運転時に、通常運航時にアラーム発生が無いこと、
危急時に除害装置が作動することを最終確認する。

KPI評価時期︓2025年度末
・アンモニア焚機関及び燃料供給装置のトレー
ニング実施

船員に対して必要なトレーニングを実施し、安全にアンモ
ニアのオペレーションができるよう指導する。

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システム
の開発

1. アンモニア燃料タンク・燃
料供給システムの開発

C) カップリング運転
（陸上試験）

研究開発内容詳細 KPI設定の考え方KPI研究開発内容細目

D) カップリング運転
（海上試験）

E) 船員向けトレーニン
グ



14

2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア焚主機関関連技術開発
研究開発項目

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

アンモニアをSCRで直接使⽤できる噴射装置の開発及びパイロット燃料をバイオ化することで真のゼロエミッショ
ン船を実現させる。
なお、アンモニア焚主機関本体の開発は、MAN Energy Solution社のライセンス機関であり、
本補助の対象外とするが、開発状況は本プロジェクトに影響を与えるため、開発状況を確認するKPI設定を
⾏う。

アウトプット目標

KPI評価時期︓2024年度末
・アンモニアスリップの最小化

通常のエンジンオペレーション時にSCR後の排気ガス中に
過大なアンモニアスリップを発生させないことを確認する。

グリーンイノベーション基⾦ 補助対象外

KPI評価時期︓完了時点
・陸上試験︓パイロット燃料にバイオ燃料を使
⽤したアンモニア運転時のNOx認証取得

GHGゼロエミ船実現のため、就航後にカーボンニュートラ
ル燃料をパイロット燃料としてすぐに使⽤できるようNOx
認証試験を実施する。

2. 船外への排出物抑制技
術の開発

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システム
の開発

研究開発内容詳細 KPI研究開発内容細目
A)排ガス低減(NOx, 
アンモニア, N2O) の
ためのSCR⽤噴射装
置及び触媒の開発

B)アンモニア焚機関の
開発
（補助対象外）

C)ゼロエミッション化へ
の取組
(3番船へのバイオ燃
料適⽤)

KPI設定の考え方
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア燃料船特有の安全性に関する開発
研究開発項目

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

[2025年度まで]
主管庁からの代替承認を得るために必要な安全性の検証を完了させること。

アウトプット目標

KPI評価時期︓2025年度末
・アンモニアに適した材料の調査・選定が⾏われ
ているかを確認する。

腐⾷性を持つアンモニアに対応した材料選定が必要

KPI評価時期︓2025年度末
・代替承認に必要な主機関及び燃料供給装
置の関連資料を作成する。

代替承認を得るため、計画したアンモニア燃料船の安全
性を実施し、潜在リスクを減らす。

3. アンモニア燃料船特有の
安全性に関する開発

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システム
の開発

A)アンモニアに対応し
た材料選定

B)代替承認手続きに
必要な安全リスク評
価のための資料整備

研究開発内容詳細 KPI研究開発内容細目 KPI設定の考え方
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア燃料船の実証運航
研究開発項目

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

開発したアンモニアタンク、供給装置が順調に稼働し、アンモニア燃料使⽤時でも定時運航が可能な状態
であることを確認する。

アウトプット目標

KPI評価時期︓完了時点
・アンモニア燃料での安定運転の確認

様々な運航条件での経験をフィードバックできるよう運転
時間の目標設定を⾏う。
アンモニア燃料船の定時運航性を確認する。

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システム
の開発

4. アンモニア燃料船の実船
実証（メーカーでの研
究）

研究開発内容詳細 KPI研究開発内容細目 KPI設定の考え方
A)１番船実証運航
結果のフィードバック

B)2番船実証運航の
フィードバック

C)3番船実証運航の
フィードバック
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア燃料タンク・供給システムを搭載したアンモニア燃料船の開発

研究開発項目
2. アンモニア燃料船の開発

研究開発項目

・開発したアンモニア燃料船による2028年までの商業運航達成
・燃料としてアンモニアを⽤いる場合の省スペース化、可燃性、毒性、腐⾷や漏洩への対策
・安全対策を適⽤した実船実証

アウトプット目標研究開発内容
② アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開

発

アンモニア燃料タンクを搭載した最適配置、規則要件の成⽴
性の検証

燃料としてアンモニアを⽤いる場合の省スペース化、可燃性、
毒性、腐⾷や漏洩への対策を考慮した船体開発を実施
する

KPI設定の考え方KPI研究開発内容詳細
5. アンモニア燃料タンクを搭載した

船体開発

船内アンモニア燃料ハンドリング（補給、供給）システム配管
系統図の開発・作成

他の代替燃料との違いを明確化し、アンモニア燃料の特徴
を考慮したシステムの確⽴が必要。様々なバンカリング方
式に対応可能なシステムを構築する

6. 船内アンモニア燃料ハンドリングシ
ステム

ガス・⽕災探知装置、通風装置、防⽕要領図の開発・作成、
及び安全性検証のためのリスクアセスメント実施

強い毒性を持つアンモニア特性に対して、船内安全システ
ムの確⽴及びリスクアセスメントによる検証を実施する

各種試験を通じて、安全性だけでなく、オペレーション面での検
証も実施

8. 実船実証による研究開発内容
の検証

7. 船内安全システム

実船実証による各研究開発内容の検証・確認を実施し、
以後の設計へのFeedbackを⾏う。
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

KPI:アンモニア燃料船の実船実証・アンモニア燃料供給実証

研究開発項目
2. アンモニア燃料船の開発

研究開発項目

2028年までの出来るだけ早期にアンモニア燃料船の商業運航を実現
アウトプット目標研究開発内容

② アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開
発

 アンモニア燃料船複数隻の確保
 アンモニア燃料船発注
 アンモニア燃料船の安定運航
 アンモニア燃料の供給

- アンモニア燃料供給拠点整備に必要
- 実船実証の為、本船発注が必要
- 商業運航実現の為、まずは安定運航を担保
- アンモニア燃料船の実船実証に不可⽋

KPI設定の考え方KPI研究開発内容詳細
9. アンモニア燃料船の実船実証

（船主での研究）

 アンモニア燃料供給拠点の整備 - アンモニア燃料船の実船実証に不可⽋10.アンモニア燃料の供給実証

※伊藤忠のみ
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

1. アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容詳細

2. アンモニア燃料船の開発

TRL KPI 解決方法 実現可能性

現状

達成
レベル

達成可能
（100％）

達成可能
（85％)

達成可能
（85％）

 開発船主要目の決定
 各種バンカリング方式の調査
 ステークフォルダーとの情報交換
 流体解析シミュレーション実施

 機器の単体試験による事前評価
 リスクアセスメント
 ⼗分な陸上試験検証期間の確保

 リスクアセスメント
 除害装置の陸上での事前検証
 陸上トレーニング設備/シミュレータの整備

 アンモニア燃料タンクおよびその周辺機器系統図作成
 容量4000m3以上
 計算シミュレーションにより過大な圧⼒脈動がないことを確認

 燃料タンクの船級承認⽤図面作成
 アンモニア焚機関及び供給装置の船級承認取得
 100%負荷試験時に過大な圧⼒脈動がないことを確認

 船上で船級ガイドラインへの適合確認
 アンモニア焚機関及び燃料供給システムのトレーニング実施

概念設計
（TRL2)

[2022年度]
基本設計完了

（TRL3)

[2024年度]
陸上カップリング試

験完了
（TRL6)

[2025年度]
海上カップリング試

験完了
（TRL8)

達成可能
（65％)

 実船実証試験の結果早期フィードバック 安定運転の確認商業運航
（TRL10)
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2.船外への排出物抑制技術の開発

研究開発内容詳細

2. アンモニア燃料船の開発

TRL KPI 解決方法 実現可能性

現状

達成
レベル

達成可能
（85％）

達成可能
（85％)

 SCR⽤触媒性能の評価
 SCR⽤アンモニア噴射装置の開発
 ライセンサーとの綿密な情報交換
 主要部品(燃料弁など）の国内製造
 ⼗分な陸上試験検証期間

 使⽤バイオ燃料の特定・調達
 船級協会との事前協議

 アンモニアスリップの最小化
 NOx規制 (Tier II, Tier III)準拠

 陸上試験︓パイロット燃料にバイオ燃料を使⽤したアンモニア
運転時のNOx認証取得

概念設計
（TRL3)

[2024年度]
陸上カップリング試

験完了
（TRL6)

[完了時点]
バイオ燃料NOx
認証試験完了

（TRL7)

達成可能
（65％)

 実船実証試験の結果早期フィードバック 安定運転の確認商業運航
（TRL10)
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

3. アンモニア燃料船特有の安全性に関する開発

研究開発内容詳細

2. アンモニア燃料船の開発

TRL KPI 解決方法 実現可能性

現状

達成
レベル

達成可能
（85％)

 文献調査、ステークフォルダーとの打合せ
 腐⾷試験
 船級との事前協議

 アンモニアに適した材料の調査・選定が⾏われているかを確認
する。

 代替承認に必要な主機関及び燃料供給装置の関連資料を
作成する

概念設計
（TRL2)

[2025年度]
陸上カップリング試

験完了
（TRL4)

達成可能
（65％)

 実船実証試験の結果早期フィードバック 安定運転の確認商業運航
（TRL10)
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案

KPI 現状 達成レベル 解決方法 実現可能性

アンモニア燃料タンクを搭載し
た最適配置、規則要件の成
⽴性の検証

現存しない
（TRL1)

KPI達成
（TRL8)

 船級規則による検証
 リスクアセスメントによるFeedback

実現可能
（80％）

5. アンモニア燃料タンクを
搭載した船体開発

研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

研究開発内容詳細

船内アンモニア燃料ハンドリン
グ（補給、供給）システム配
管系統図の開発・作成

現存しない
（TRL1)

KPI達成
（TRL8)

 LPG船の実績
 既存の代替燃料との相違点明確化

実現可能
（80％）

6. 船内アンモニア燃料ハン
ドリングシステム

ガス・⽕災探知装置、通風装
置、防⽕要領図の開発・作成、
及び安全性検証のためのリス
クアセスメント実施

現存しない
（TRL1)

 LPG船/LNG燃料船の実績
 ⽕災、漏洩、腐⾷等への対策検討
 検知器等の具体的・最適な配置検討
 関係者・有識者によるリスクアセスメント

7. 船内安全システム

各種試験を通じて、安全性だ
けでなく、オペレーション面での
検証も実施

 LPG船/LNG燃料船の実績
 試験方案作成時の検証
 実試験・実航海からのFeedback

8. 実船実証による研究開
発内容の検証

現存しない
（TRL1)

KPI達成
（TRL8)

KPI達成
（TRL9)

実現可能
（80％）

実現可能
（80％）
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案（実船実証・供給実証）

KPI 現状 達成レベル 解決方法 実現可能性

アンモニア燃料供給 未供給 安定供給 アンモニア燃料船複数隻確保を前提とした燃
料供給拠点整備

実現可能
(50%)

9. アンモニア燃料船の実船
実証（船主での研究）

研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

研究開発内容詳細

アンモニア燃料船の発注 末発注 発注 ⽤船契約の確保 実現可能
(70%)

アンモニア燃料船の安定運航 未就航 3か月安定運航 船舶管理体制の構築 実現可能
(90%)

アンモニア燃料船複数隻の確
保

未確保 複数隻確保 船種・船型確定、船台・⽤船契約の確保 実現可能
(50%)

10.アンモニア燃料の供給実
証

※伊藤忠のみ

アンモニア燃料供給拠点の整
備

未整備 整備 アンモニア燃料船複数隻確保 実現可能
(50%)
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2022 20232021 2024 2025 2026 2027 2028

2. 研究開発計画／（3）実施スケジュール

実施主体（研究開発内容詳細）・スケジュール
実施スケジュール

研究開発期間（実船実証含む）（国費負担有） 社会実装/商業運航
事業化

アンモニア燃料船国際ルール整備
② アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

2. アンモニア燃料船の開発
ステージゲートKPI

実施主体

伊藤忠商事

研究開発内容詳細

10. アンモニア燃料の供給実証
アンモニア燃料供給拠点の整備

アンモニア燃料の供給実証 社会実装
商業運営

主機初号機納⼊ 2号機納⼊ 3号機納⼊

日本シップヤード
改善・Feedback

5. アンモニア燃料タンクを搭載し
た船体開発

6. 船内アンモニア燃料ハンドリン
グシステム

7. 船内安全システム

8. 実船実証による研究開発内
容の検証

概念設計 基本/機能設計 試験関連

船舶建造詳細仕様協議 アンモニア燃料船実船実証

概念設計 基本/機能設計 試験関連

概念設計 基本/機能設計 試験関連

1番船引渡 2番船引渡 3番船引渡

伊藤忠商事
川崎汽船
NSユナイテッド海運

9. アンモニア燃料船の実船実証
（船主での研究）

造船所との建造契約交渉
荷主との⽤船契約交渉

SOLAS代替承認
建造監督

アンモニア燃料船実船実証
社会実装
商業運航建造契約締結

複数隻確保

安定運航

NH3供給

三井E&Sマシナリー 1. アンモニア燃料タンク・燃料供
給システムの開発

2. 船外への排出物抑制技術の
開発

3. アンモニア燃料船特有の安全
性に関する開発

4. アンモニア燃料船の実船実証
（メーカーでの研究）

設計

製造・単体試験
カップリング運転

陸上試験

改善・Feedback

安全性に関する検証

設計

製造・単体試験

1番船
海上試験

アンモニア燃料船実船実証

事前検討 陸上試験
パイロット燃料（バイオ）

FeedbackFeedback

詳細1 細目A・B 詳細1 細目A・C
詳細2 細目A・B

詳細1 細目D・E
詳細3

詳細2 細目C
詳細4

リスクアセスメント

拠点整備

研究開発 補完要素
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2. 研究開発計画／（4）研究開発体制

各主体の特⻑を⽣かせる研究開発実施体制と役割分担を構築（コンソ実施体制）
実施体制図 各主体の役割と連携方法

研究開発内容 ② アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

三井E&Sマシナリー

1. アンモニア燃料タンク・
燃料供給システムの
開発

2. 船外への排出物抑制
技術の開発

3. アンモニア燃料船特
有の安全性に関する
開発

4. アンモニア燃料船の実
船実証（メーカーでの
研究）

を担当

日本シップヤード

5. アンモニア燃料タンクを
搭載した船体開発

6. 船内アンモニア燃料ハ
ンドリングシステム

7. 船内安全システム
8. 実船実証による研究

開発内容の検証

を担当

伊藤忠商事
川崎汽船

NSユナイテッド海運

9. アンモニア燃料船の実
船実証（船主での研
究）

を担当

伊藤忠商事

10. アンモニア燃料の供給
実証

を担当

 各主体の役割
• 研究開発項目2 全体の取りまとめは、伊藤忠商事が⾏う
• 三井E&Sマシナリーは「アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発」、

「船外への排出物抑制技術の開発」、「アンモニア燃料船特有の安全性に
関する開発」、「アンモニア燃料船の実船実証」を担当する

• 日本シップヤードは「アンモニア燃料タンクを搭載した船体開発」、「船内アン
モニア燃料ハンドリングシステム」、「船内安全システム」、「実船実証による研
究開発内容の検証」を担当する

• 伊藤忠商事・川崎汽船・NSユナイテッド海運の3社は共同で「アンモニア燃
料船の実船実証」を担当する

• 伊藤忠商事は「アンモニア燃料の供給実証」を担当する

 研究開発における連携方法
• 三井E&Sマシナリー・日本シップヤード・伊藤忠商事・川崎汽船・NSユナイ

テッド海運の5社は荷主要望を取り⼊れたアンモニア燃料船の船体開発及
び、代替承認手続を進める

• 伊藤忠商事・川崎汽船・NSユナイテッド海運の3社は共同で、建造造船所
よりアンモニア燃料船の引渡を受け、実船実証を実施し、後続船建造の為
に都度三井E&Sマシナリー・日本シップヤードに対し、フィードバックを⾏う

• 伊藤忠商事は複数隻のアンモニア燃料船を後ろ盾とし、アンモニア燃料供
給拠点を構築し、日本シップヤードとの間で燃料供給におけるインターフェー
スについて共同で検討し、実船実証においては伊藤忠商事・川崎汽船・NS
ユナイテッド海運の3社共同で保有・運航するアンモニア燃料船に対する燃
料供給実証を⾏う

• 三井E&Sマシナリーと日本シップヤードの連携については後述

研究開発項目 2. アンモニア燃料船の開発

事業規模 30億円 / ⽀援規模 20億円 (コンソ合計) 
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2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

国際的な競争の中においても技術等における優位性を保有
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

研究開発内容詳細 競合他社に対する優位性・リスク活⽤可能な技術等

1. アンモニア燃料タンク・供
給システムの開発

 LNG供給装置設計
 メタノール焚機関・タンク・供給装置⽀給
 燃料弁(FBIV)製造実績
 陸上⽤アンモニアタンク製造実績
 LPG供給設備（新設中）
 船員トレーニング設備

 多彩な船型・機関型式対応実績
 船舶・主機関供給リードタイム

 コスト高(海外製と⽐較）
⇒ 競争⼒ある国内メーカの活⽤

2. 船外への排出物抑制技
術の開発

 LNG, エタン, メタノール焚機関の開発・製造実績
 SCR触媒の開発

 新機種開発実績
 主機関 世界シェア(21.3%)

国内シェア (69.5%)

 主機関ライセンス製品（海外との競合）
⇒ 供給システム含めたシステムエンジニアリングサービスの提供

3. アンモニア燃料船特有の
安全性に関する開発

 LNG, メタノールでのHAZID, HAZOP実施経験  タンク、供給装置、主機関を包括して三井E&Sマシナリーにて所掌

 アンモニア毒性・腐⾷性に対する追加要求
⇒ IMO、船級動向の継続的調査

4. アンモニア燃料船の実船
実証（メーカーでの研
究）

 ⼆元燃料機関就航実績
 アフターサービス体制

 船主・傭船社を含めたコンソーシアム体制
 アフターサービスに対する顧客評価 高

 主機関開発の遅延
⇒ ステージゲート時点での細かなレビュー

優位性

リスク

優位性

リスク

優位性

リスク

優位性

リスク
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2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

⼆元燃料機関及びタンク・供給装置製造実績
 ⼆元燃料機関の先⾏開発実績

 国内最大の機関生産量

写真︓2,000㎥_W8m×H10m×L46.5m_340ton

陸上⽤アンモニアタンク
LNG⽤燃料供給装置高圧ポンプ

(MHP-3)

 タンク、供給装置製造実績
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2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

アフターサービス体制、トレーニング設備

 エンジンアフターサービスは、国内外の顧客から
高い評価を得ている

 エンジン、過給機のアフターサービス拠点を
燃料供給装置などにも活⽤予定

 トレーニング研修により乗船前に必要スキルを学習
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2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

国際的な競争の中においても技術等における優位性を保有
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

研究開発内容詳細 競合他社に対する優位性・リスク活⽤可能な技術等

5. アンモニア燃料タンクを搭
載した船体開発

 船級による代替燃料船ガイドライン
 LNG燃料船の検討実隻

 LNG燃料船の検討実績があること。

 アンモニアとしての経験不足

6. 船内アンモニア燃料ハンド
リングシステム

 LPG船建造実績  LPG船の建造実績があること

 アンモニアとしての経験不足

7. 船内安全システム  LPG船建造実績
 船級による代替燃料船ガイドライン

 LPG船の建造実績があること

 アンモニアとしての経験不足

8. 実船実証による研究開
発内容の検証

 LNG燃料船建造実績  LNG燃料船の建造実績があること

 アンモニアとしての経験不足

優位性

リスク

優位性

リスク

優位性

リスク

優位性

リスク
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2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

国際的な競争の中においても技術等における優位性を保有
研究開発項目

②アンモニア燃料タンク・燃料供給システムの開発

研究開発内容

2. アンモニア燃料船の開発

研究開発内容詳細

9. アンモニア燃料船の実船
実証

10.アンモニア燃料の供給実
証

※伊藤忠のみ

競合他社に対する優位性・リスク活⽤可能な技術等

 協議会、および、統合型プロジェクト推進による荷主との対
話を通じた⻑期⽤船契約獲得

 伊藤忠商事にて推進する燃料供給拠点整備

 実需に基づいた船舶発注及び、保有・運航
 アンモニア燃料船とアンモニア供給船のバンカリングインターフェース整合

性の確保及び、ブルー・グリーンアンモニアの安定供給

 燃料供給拠点整備の為、複数隻のアンモニア燃料船の確保が必要

 協議会、および、統合型プロジェクト推進による荷主およびア
ンモニア燃料生産者との対話を通じた、アンモニア燃料船複
数隻獲得、および、荷主の希望するアンモニア燃料手配への
布石

 造船・海運・燃料供給・燃料生産のすべてへの関与
 アンモニア燃料船とアンモニア供給船のバンカリングインターフェース整合

性の確保及び、ブルー・グリーンアンモニアの安定供給

 複数隻のアンモニア燃料船の確保が必要

優位性

リスク

優位性

リスク
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日本シップヤード株式会社

3. イノベーション推進体制
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代表取締役社⻑
（事業にコミットする経営者）

商品企画Gr.
②渉外担当

リーダー

商品企画部
部⻑

基本設計部
部⻑

連携

設計本部
本部⻑

（研究開発責任者）

開発Gr.
③研究開発担当

リーダー
渡

船体計画Gr
船装設計を担当

電気Gr
電気設計を担当

機関Gr
機関設計を担当

流⼒性能Gr
船体性能を担当

構造Gr
構造設計を担当

第⼆設計部
部⻑

機能設計を担当

アンモニア燃料船
開発部(新設)
①全体統括
部⻑(兼)
PM(兼)

構造Gr
構造設計を担当

電気Gr
電気設計を担当

機関Gr
機関設計を担当

船装Gr
船装設計を担当

商船営業
⼀・⼆部

連携

研究開発責任者と担当部署
• 研究開発責任者

– 設計本部⻑︓研究開発方針
• 担当部署

– アンモニア燃料船開発部︓①全体統括
– 商品企画Gr.︓②渉外（情報収集含む）
– 開発Gr.︓③研究開発担当

• リーダー
– プロジェクトマネージャー︓

LNG/LNG燃料船の配管設計や機器配置・
制御設計など、エンジンニアリング業務の実績

– リーダー ︓コンテナ船/Bulker等の営業実績
– リーダー ︓Bulk carrier／Oil tanker／LPG-FPSO／PSV／

LPG carrierの基本計画 等の実績

部門間の連携方法
• NSYの基幹開発体制である商品企画部と基本設計部との

連携開発体制を本プロジェクトでも踏襲し、加えて
アンモニア燃料船の開発ステアリングをより明確化するため、
アンモニア燃料船開発部の枠組みを新設し全体を統括する。

• 研究開発期間中の定期的なフォローアップ会議（1回／3週）
により、アンモニア燃料関連の規則、技術情報及び港湾条件等の
開発諸条件を織り込んだコンセプトの随時確認並びに、
研究開発項目へ、情報の寸断なく円滑に開発を進めて⾏く。

• 今治造船とも定期的に情報を共有し（1回／月の情報共有会議）
研究開発後の建造に繋げる。

組織内の役割分担

営業本部
本部⻑

基本Gr
基本設計を担当

3. イノベーション推進体制／（1）組織内の事業推進体制

経営者のコミットメントの下、組織内事業推進体制を構築
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経営者等による具体的な施策・活動方針 経営者等の評価・報酬への反映
• 本船の開発を計画通りに進捗させ、社会実装段階へ着実に結び

つけることは、ゼロエミ船建造隻数の増加による事業拡大に通じる。
このことは、会社業容・業績の拡大・伸⻑に貢献するものとし、そ
れを評価する社内体制を有している。

• 経営者のリーダーシップ
– 既に受注実績を持つ低炭素ソリューションであるLNG焚船舶に

加え、アンモニア焚船舶はじめゼロエミ船建造隻数の増加を率
先して進めていくことを今後の事業戦略の中⼼として位置付ける。

– アンモニア燃料の大型撒積船の共同開発をコンソーシアムメン
バーと共同でプレス発表することにより、本事業の重要性、を社
内外に周知している。

– 基幹の開発手法に加え、コンソーシアムメンバーと共同によるア
ンモニア燃料船のガイドライン及びルールの策定に積極的に関与
し、また、海外船級協会とのベンチマークも実施、安全性、経済
性に向けた具体的設備要件の試⾏錯誤を実施する様指⽰し
ている。

• 事業のモニタリング・管理
– 経営参画のプロジェクト進捗会議（１回／4半期）を通じて、

開発状況を把握、⾒直す体制としている。
– 本船開発の重要節点においては、社内決裁規定により定めら

れた決裁者の裁量により事業進捗を確認する体制を構築して
いる。

– NSY内営業本部と設計本部の連携により、社外動向情報の共
有に加え、親会社にJMU・今治造船を有し、年次の取締役会
などを通じて本事業を含めた各PJTの進捗の共有を図っている。

– 本書内に記載する本船開発に関するKPIを達成し、本船建造
の実現に結びつけることで、ｱﾝﾓﾆｱ焚き船舶を端緒にしたゼロエミ
船の建造事業の商業化に資するものとして位置付ける。

事業の継続性確保の取組
• NSYの商品開発の基幹手法と通常の開発・設計体制を踏襲する

ことで、開発成果物の組織としての共有、その成果技術の社内基
準化は、社内教育体制の基で実施され、事業の継続性につなげ
る取組とする。

3. イノベーション推進体制／（2）マネジメントチェック項目① 経営者等の事業への関与

経営者等によるアンモニア燃料⼤型撒積船開発事業への関与の方針
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取締役会等での議論 ステークホルダーに対する公表・説明

• 情報開⽰の方法
– カーボンニュートラルの実現に向けた次世代燃料船の研究・

開発は全社戦略の重要な項目として位置付けており、当該
内容は、親会社のIR報告書などを通じて開⽰される。

– 本船の船級AIP認証を所得し、コンソーシアムメンバーと共同
で公表することにより、本事業の重要性を社内外に周知する。

• ステークホルダーへの説明
– カーボンニュートラルの実現に向けた次世代燃料船の研究・

開発は全社戦略の重要な項目として位置付けており、その
中で先⾏する本事業の進捗及び大きな節点は、親会社を
通じて株主・⾦融機関などへ情報伝達される。

– 本開発の遂⾏には、主機・補器メーカーとの連携が不可⽋
であるため、開発段階での相互連携、製造進捗の相互確
認を⾏いながら、着実に社会実装段階へ移⾏できる関係を
構築する。

– 本事業の社会的価値は、カーボンニュートラルの実現への先
駆けとして位置付けている。本船の船級AIP認証所得時の
公表においては、本事業の価値に重きを置いた公表内容と
する。

• カーボンニュートラルに向けた全社戦略
– 足元のLNG燃料船の開発・建造を端緒として、ｱﾝﾓﾆｱ焚き

船舶を始めとした次世代燃料船の開発・建造を、国際競
争⼒を維持するための全社戦略として位置付けている。

• 事業戦略・事業計画の決議・変更
– 本事業（ｱﾝﾓﾆｱ焚き船開発）は、2050年カーボンニュー

トラルの実現のために不可⽋な次世代燃料船の中でも、
最も実現可能な解決策として、国内外で注目されている
プロジェクト。本船の研究開発およびその進捗は、経営会
議での報告事項として扱われる。当該報告は、社内関連
部署に速やかに展開される体制を整えている。

– 経営会議において、4半期ごとNSY設計担当役員より進
捗報告を受ける体制を整えており、かつ、適時に進捗状況
を吸い上げられる体制を構築する。

• 決議事項と研究開発計画の関係
– 本船の研究開発は、全社の年度開発計画の優先事項と

して位置付け、必要な人員・予算を確保し、計画通りの
開発の進捗が達成できる環境を確保する。

3. イノベーション推進体制／（3）マネジメントチェック項目② 経営戦略における事業の位置づけ

経営戦略の中核においてアンモニア燃料の⼤型撒積船事業を位置づけ、
広く情報発信
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経営資源の投⼊方針 研究開発統括部署の設置

• 研究開発統括部署の設置
– NSYの基幹開発体制である商品企画部と基本設計部との

連携開発体制を本プロジェクトでも踏襲し、加えてアンモニア
燃料船の開発ステアリングをより明確化するため、アンモニア
燃料船開発部の枠組みを新設し全体統括を実施する。

– 基幹開発体制の基、商品企画部と基本設計部から、性能
／構造／船装／塗装／居住区／機関／電気の 各専門
技術担当者を選抜することで効率的な研究開発を進め、
横断的なアンモニア燃料船開発部の全体統括により、各専
門技術分野間の連携強化のためのステアリングを図る。

– 経営会議において、4半期ごと事業環境の変化に対する⾃
社の経営方針の確認、⾒直しを⾏う。

• アンモニア燃料を取り扱う技術者の育成
– ＮＳＹの商品開発の基幹手法と通常の開発・設計体制を

踏襲することで、開発成果物の組織としての共有、その成果
技術の社内基準化は、社内教育体制の基で実施する。

– アンモニア技術に関する学会・セミナー、委員会への参画並
びにアンモニア燃料ハンドリングに係る各種メーカーとの連携
により、本研究開発への最新技術取り込みを図る。

• 実施体制の柔軟性の確保
– 研究開発期間中の定期的なフォローアップ会議（1回／3

週）、並びに、経営参画のプロジェクト進捗会議（１回／
4半期）を通じて、必要に応じて、開発体制や手法等の⾒
直し、追加的なリソース投⼊等を⾏う。（意思決定は経営
にて⾏う。）

– 燃料タンクから燃料供給システムの安全性検証には三井E
＆Sマシナリーと協業して、外部団体の意⾒や目線も取り⼊
れて、社内リソースを研究開発へ有効活⽤する。

– 社会実装完了後（1隻目就航後）の、川崎汽船並びに
NSユナイテッド海運（運航者）からのフィードバックを得て、
2隻目3隻目の仕様改善に繋げる。

• 人材・設備・資⾦の投⼊方針
– 営業、商品企画、開発、設計 各部署から人員を投⼊し、

アンモニア燃料大型撒積船の開発を推進する。
– 開発に当たっては、基幹開発で使⽤している設備・設計

ツールを駆使した開発とし、効率的な研究開発を実⾏する。
– アンモニア焚き大型撒積船という 新規開発要素対して、国

費負担以外で⾃己資⾦を投⼊する。
– 研究開発期間（2021年度〜2025年度の5年間）に渡り、

資源投⼊を継続する。

3. イノベーション推進体制／（4）マネジメントチェック項目③ 事業推進体制の確保

機動的に経営資源を投入し、着実に社会実装まで繋げられる組織体制を整備



36

日本シップヤード株式会社

4. その他
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4. その他／（1）想定されるリスク要因と対処方針

研究開発を進めていくが、開発遅延／規則要求・発⾏次第では、事業中⽌も検討
研究開発（技術）におけるリスクと対応 社会実装（経済社会）におけるリスクと対応 その他（⾃然災害等）のリスクと対応

• 研究開発の遅延
 ⾃社の研究開発の遅延リスクに対し

ては、必要に応じて、開発体制や手
法等の⾒直し、追加的なリソース投
⼊等により対応する。

 ⾃社を除く 共同提案者の研究開
発の遅延リスクに対しては、幹事会
社の代替案を含む対策検討の方針
に従う。

• 規則・ガイドラインへの不適合
 研究開発の段階でガイドラインへの

適合が困難と⾒なされるケースについ
ては、NK、幹事会社との⼗分な事
前協議を通じて、実運⽤に則したガ
イドラインとすることを求めていく。

• 実船実証へのリスクと対応
 ⾃社を除く 共同提案者が所掌する

アンモニア燃料タンク・供給システムの
納⼊遅れリスクに対しては、幹事会
社の代替案を含む対策検討の方針
に従う。

• 国際規則の発効遅延
 １番船である本船の寄港候補国と

の２国間協定の締結に関して、幹
事会社経由国交省海事局と連携
の上、検討を進める。

• ⾃然災害を含む不可抗⼒による遅延
 ⾃然災害発生のリスクが生じた場合

は、造船所標準の防災対策に則り、
影響の最小化に努める。

 事業中止の判断基準︓

 研究開発項目の遅延だけでなく、大幅な改善・改良が必要と判断され、実現不可能と場合
 建造・⽤船契約が双方の合意に⾄らない場合


